























第 4 章　おわりに （以上、本号）
































Morad,Bankruptcy and the Perishable Agricultural Commodities Act Trust,7
BANKR.DEV.J.291,308（1990）;Himmelberg&Stabbe,supranote95,at531─532.




























（99）　See, e. g., id.at418─422.See alsoH.R.REP.NO.98─543,at5（1983）,reprinted 
in 1983U.S.C.C.A.N.405,409.
































（100）　See, e. g., In reGothamProvisionCo.,Inc.,669F.2d1000,1011（5thCir.
1982）,cert. denied,103S.Ct.129（1982）.







































には USDA の協力が必要不可欠となること、特に USDA への通知の提出が必要
とされない1995年改正の PACA のもとで、その特定が困難となることが挙げられ
る。SeeHimmelberg&Stabbe,supranote95,at554─555.































（109）　See Frio Ice, S. A.,918F.2dat159.
（110）　Himmelberg&Stabbe,supranote95,at545.See alsoPatriciaJ.Rynn,
Injunctive Relief Under the 1984 Trust Amendments to the Perishable Agricultural 



































































　第 1 に、In reHarmon 判決である。パッカーの倒産において、パッカ
ーに対する家畜の売主が、弁護士費用の前払い（advanceretainer）として
（115）　See, e. g., Frio Ice, S. A.,918F.2dat159.これに対して、適切な帳簿管理を求め
ることができるのみで、分別管理を求めることはできないとする判例もある。
DeBruynProduceCo.v.VictorFoods,Inc.,674F.Supp.1405（E.D.Mo.1987）.







































156　　早法 96 巻 1 号（2020）
債権者が信託を知っていたか否かは認定されていない。






















　厳格責任説は、上記の In reGothamProvisionCo.,Inc. 判決、及び、




















































































































SeeSandraM.Ferrera,Perishable Agricultural Commodities Act Affecting 
Lender’s Secured Priority Interest,7U.MIAMIBUS.L.REV.353,374（1999）.同様の
問題意識から、公示制度（publicregistry）を導入し、それにより第三者の擬制悪
意を導くことで、法定担保目的信託の優先を保護することを提案する学説もある。
SeeMichelleG.Oleksa,Protecting the Power of the PACA Trust: Contemplating 
the Effects of the Bona Fide Purchaser Defense,8SANJOAQUINAGRIC.L.REV.173,
183─185（1998）.

































































（139）　SeeBartholomewM.Botta,Personal Liability for Corporate Debts: The Reach 
of the Perishable Agricultural Commodities Act Continues to Expand,2DRAKEJ.
AGRIC.L.339,350（1997）.
162　　早法 96 巻 1 号（2020）
た
（140）
































3d415,420─422（3dCir.2005）.See also Botta, supra note139,at350─351.




































（145）　See, e. g., In reStout,123B.R.412（W.D.Okla.1990）.See alsoBotta,supra 
note139,at353.
（146）　SeeLEVIN&SOMMER,supranote144,¶523.19［b］.
（147）　SeeDeborahL.Thorne&KevinG.Collins,Are All Trusts Equal Under § 
523（A）（4）? An Examination of PACA and Other Statutorily Created Trusts,31─
JANAm.BANKR.INST.J.24,82─83（2013）.


























































































（151）　森 田 修「方 法 的 総 序―所 有 権 留 保 と 在 庫 担 保 と の 関 係 を 素 材 と し て」









































168　　早法 96 巻 1 号（2020）
のために、その売買目的物である農産物とそれに由来する加工製品、売掛
債権、回収金等の全てが債務者の責任財産から隔離される形で保持される
という非分離型の浮動信託による解決が参考になる。この点、日本法にお
ける担保目的の信託について、さらなる検討を要する。稿を改めて検討す
ることとしたい
（156）
。
（156）　ところで、アメリカ法において、農産物の売掛債権を他に優先して回収できる
とする法定担保目的信託は、農家だけでなく、農産物を担保に農家に融資する者に
も資するものである。農産物担保融資者も担保取引の一環としてその売掛債権を譲
り受けることで、法定担保目的信託の利益を享受することができるからである。穀
物倉庫に対する請求権に関するものであるが、この点について、同旨の指摘があ
る。RAYMONDT.NIMMER&DAVIDOLIVEIRI,NIMMER’S,COMMERCIALASSET─BASED
FINANCING§§24:27,24:36（2019）. また、法定担保目的信託の規定の文言上、農産
物に対する担保権の実行による処分の場合にも、同様に他の債権者に優先した債権
回収が可能である。迅速な流通を要する農産物を担保とするにあたり、法定担保目
的信託が果たす意義は、少なくないように思われる。
